





























































































組織穂別 配布数 回収数 回収率 配布数 回収数 回収率
③ 日本体育協会・都道府県体
47 30 63.8% 48 2 45.8% 育協会
② 日本オリンピック委員会・ 5 29 52.7% 63 20 31.7% 中央競技団体
③ 日本パラリンピック委員会 48 12 25.0% 加盟競技団体
④ 法人格を持つ市区町村体育 169 89 52.7% 265 103 38.9% 協会
⑤ 全国・都道府県品等学校体
22.4% 49 1 育連盟と専門部
⑥ 日本・都道府県中学校体育 48 13 27.1% 連盟
⑦ 日本・都道府県高等学校野
48 10 20.8% I 球連盟
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最も多く 40.5% (15団体)，次いで平成 16年度の 10.8%であった。
策定した規程やガイドラインで言及している内容としては，セクシュアル ・
ハラスメントと一般的社会規範(各 86.5%)，経理処理 (83.8%)，金銭的不
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団体が 「積極的意見が出なし、」を. 2割を超える団体が 「必要性を感じなL、」
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中央競技団体(表 lの②) と都道府県体育協会 (同①)がこのパターンに該
当する。もう一つが，倫理委員会を設置していない組織が過半数を超えるパ
ターンであり，JPC加盟競技団体 (同③)，市町村体育協会 (同④).都道







中央競技団体 (表 lの②).都道府県体育協会 (同①)，都道府県高体連 (同
⑤)，都道府県高野連 (同⑦)があてはまる。次に過半数の組織が何らかの
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が20.2%，IなL、」が59.0%，I計画中」が 13.8%であった (図 1-11)。組織
種別でみると，中央競技団体 (表 lの②) では処理規程が 「ある」組織
(55.0%)と 「計画中」である組織 (30.0%)に分かれた。また都道府県体育
















44団体 (7l.0%)から 29団体 (46.8%)へと大幅に減った。一方で，策定
している団体が 3団体増加し，さらに計画中と回答した団体が3団体 (4.8
%)から 15団体 (24.2%)へと大幅に増加している(図 2-1)。
規程やガイドラインを策定している団体の割合を団体種別でみたところ
(図 2-2)，NFでは 8団体から 7団体へと減少していた。この内訳は， 2007 
年に規程やガイドラインを策定していたものの 2013年にはその見直しを行っ
ているためカウントされなくなった団体が 2団体あり， 20日年度に新たに





























































.2007年調査 (η=15) ・2013年調査 (n= 18) 





































































倫理委員会を常設する団体は 2007年から 2013年にかけて 6団体 (9.7%)
また設置を計画中と回
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.2007年調査 (n= 10) 
図2-9
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